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（１）全体像

外部環境変化 スポーツ環境への影響

① 人口減少 人口減少により、施設・サービスのコンパクト化の検討に加えて、担い手の育成が重要となる。

② 超高齢社会 日常のスポーツ・運動の実施・普及による健康福祉の充実と健康寿命の延伸、社会保障費の削
減の必要がある。

③ ライフスタイルの変化 ライフスタイルが多様化しているため、スポーツの実施の内容・環境も多岐に渡っており、生活
様式を分析し、ターゲティングを明確にしたうえでサービス・環境整備を見直す必要がある。

④ ウィズコロナ 非接触型・在宅・リモートなどの環境変化に応じた身近なスポーツの実施・観戦等の取組みを開
発していく必要がある。

⑤ 部活動の地域移行化 少子化が進む中で、将来にわたり生徒がスポーツ・文化芸術活動に継続して親しむことができ
る機会を確保するため、学校部活動の地域連携や地域クラブ活動への移行に向けた環境整備
等が求められる。

⑥ SDGsの推進 SDGsの推進を各取組みと関連付けて推進していく必要がある。

⑦ DX デジタル技術を活用した新たなスポーツ機会・学習・交流等の創出の取組みが求められる。

⑧ スポーツ関連市場の拡大 地域においてもスポーツ関連の観戦・ツーリズム等の経済活動を活性化する取組みや民間企業
との連携が必要となる。
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（２）各論

①人口減少

⚫ 人口減少により、施設・サービスのコンパクト化など、適正なストックマネジメントが必要である。

体育・スポーツ施設数の推移

出典）スポーツ庁「体育・スポーツ施設現況調査」（平成３０年）
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（２）各論

①人口減少

⚫ 既存の公共施設の開放利用による複合用途利用も必要である。

出典）スポーツ庁「体育・スポーツ施設現況調査」（「スポーツ施設やオープンスペースなどスポーツをする場の充実」（令和２年）より）

学校体育施設の開放率の推移
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（２）各論

①人口減少

⚫ 人口減少により、スポーツを支える担い手の育成が重要となる。

出典）公益財団法人日本スポーツ協会・公益財団法人笹川スポーツ財団「競技大会を支える人材とその活用状況に関する調査報告書」（令和元年）

スポーツ人材育成・確保の課題

※左表で「ある」と回答した３９団体による自由記述

※中央競技団体（57団体）のうち５４団体による回答
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（２）各論

②超高齢社会

⚫2007年に高齢化率（６５歳以上人口割合）が21％を超え、 「超高齢社会」を迎えている。令和元年（2019
年）10月1日現在では28.4％、令和47（2065）年には38.4％に達して、国民の約2.6人に1人が65歳
以上の者となる社会が到来する。

出典）内閣府「令和2年版高齢社会白書」

高齢化の推移と推計
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（２）各論

②超高齢社会

⚫超高齢社会化に伴い、財政構造が変化し、社会保障費の占める割合が増大している。

⚫日常のスポーツ・運動の実施・普及による健康福祉の充実と健康寿命の延伸、社会保障費の削減の必要
がある。

社会保障費割合の推移

出典）財務省ホームページ「日本の財政
を考える ７なぜ財政は悪化したのか
（財政構造の変化）」
（https://www.mof.go.jp/zaisei/
aging-society/society-
finance.html）

（令和５年2月10日閲覧）

https://www.mof.go.jp/zaisei/aging-society/society-finance.html
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（２）各論

③ライフスタイルの変化

⚫子育て世帯、単身世帯、勤労世帯、高齢夫婦などの世帯類型・属性により、生活様式が多様化し、ニーズも
変化している。

出典）内閣府「令和2年版消費者白書」

消費者の時間の使い方の変化
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（２）各論

③ライフスタイルの変化

⚫スポーツの実施の目的・ニーズ（競技性、健康づくり、余暇等）や内容・環境、場所・時間などが単一ではな
く、多岐に渡っている。

⚫世田谷区でも、生活様式を分析し、施策のターゲティングを明確にしたうえでサービス・環境整備を見直
す必要がある。

出典）スポーツ庁「令和3年度スポーツの実施状況等に関する世論調査」

運動・スポーツを実施する頻度が増えた理由
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（２）各論

④ウィズコロナ

⚫「新しい生活様式」への対応や、スポーツ施設利用、大会・イベント開催に関する制限が増えた。

⚫テレワーク・外出自粛による運動不足を背景に、スポーツ実施意欲への影響もあった。

⚫非接触型・在宅・リモートなどの環境変化に応じた身近なスポーツ実施・観戦等の取組みを模索していく
必要がある。

出典）スポーツ庁「令和3年度スポーツの実施状況等に関する世論調査」

運動・スポーツを実施する頻度が増やせない・減ったままの理由
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（２）各論

⑤部活動の地域移行化

⚫少子化が進む中で、将来にわたり生徒がスポーツ・文化芸術活動に継続して親しむことができる機会を確
保するため、学校部活動の地域連携や地域クラブ活動への移行に向けた環境整備等が求められる。

出典）スポーツ庁「運動部活動の地域移行に関する検討会議提言」（令和４年６月）
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（２）各論

⑤部活動の地域移行化

出典）スポーツ庁「運動部活動の地域移行に関する検討会議提言」（令和４年６月）
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（２）各論

⑤部活動の地域移行化

⚫大まかな地域移行の方向性として、地域のスポーツクラブ等や新たに組織された団体に活動を移管する
パターンと、活動拠点を学校に置きながら専門性のある外部人材を指導者として登用するパターンが考
えられている。

出典）スポーツ庁・文化庁「学校部活動及び新たな地域クラブ活動の在り方等に関する総合的なガイドライン」（令和４年１２月）

部活動の地域移行の想定パターン
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（２）各論

⑥SDGsの推進

⚫自治体政策・地方創生におけるSDGsの推進が重要となっている。

⚫スポーツは健康づくりや教育、コミュニティ形成など、SDGs達成に寄与すると考えられ、各自治体のス
ポーツ推進計画にも関連が示されるようになってきている（参考資料4参照）。

⚫世田谷区においても、SDGsの推進を各取組みと関連付けて推進していく必要がある。

「スポーツもまた、持続可能な開発における重要な鍵となるものである。我々は、スポーツが寛容性
と尊厳を促進することによる、開発および平和への寄与、また、健康、教育、社会包摂的目標への貢
献と同様、女性や若者、個人やコミュニティの能力強化に寄与することを認識する。」

出典）スポーツと持続可能な開発（SDGs）（国際連合広報センター）

出典）内閣府「令和4年度SDGsに関する全国アンケート」

自治体におけるSDGsの推進状況
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（２）各論

⑦DX

⚫AIやVR/ARの最新技術が急速に発展している。データ・コンテンツ領域の新たなスポーツ産業創出のみ
ならず、人々のライフスタイル・健康づくりへの活用も期待されている。

⚫トレーニング等の動画制作・オンライン配信、VR/ARを活用した新たなスポーツの取組みが増えている。

⚫デジタル技術を活用した新たなスポーツ機会・学習・交流等の創出の取組みが求められる。

出典）スポーツ庁「第3期スポーツ基本計画（概要版）」 （令和4年3月）

スポーツ界におけるDXの推進
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（２）各論

⑧スポーツ関連市場の拡大

⚫プロリーグ・スポーツや、民間ジム、イベント実施、スポーツ・アウトドア用品など民間のスポーツビジネス市
場が拡大している。マーケティングによるデータやノウハウが民間に蓄積されている。

⚫スポーツの成長産業化は、コロナ禍で一時停滞の影響もあるが、今後も拡大していく見通しである。

出典）日本版スポーツサテライトアカウント2020試算

（スポーツ庁「第3期スポーツ基本計画（概要版）」（令和4年3月））

スポーツ市場の成長推移

出典）スポーツ庁・経済産業省「スポーツ未来開拓会議中間報告
～スポーツ産業ビジョンの策定に向けて～」（平成28年6月）


